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高校生の政治活動に関する申し入れ 

 

 参議院選挙から選挙権年齢が１８歳以上に拡大されることに伴い、学校におけ

る政治教育や主権者教育が重要な課題となっています。 

 本県は３月１日、高校教育課長等連名で、放課後や休日等に学校外での生徒の

政治的活動等について、「学校への届け出は原則不要」と通知しました。しかし、

学校長による判断で、「必要かつ合理的な範囲内」で届け出をさせることもある

としています。その場合であっても、「個人的な政治信条の是非を問うものにな

らないよう」にと明記はしています。 

 これに先立ち、文科省は昨年１０月、高校生の学校内外での政治活動を制限・禁止す

る通知を出しました。さらに、今年１月には、より詳細な見解（「Ｑ＆Ａ」）を出し、

休日・放課後の学校外での政治活動を届け出制にすることも、学校の判断でできるとし

ました。その理由について、「政治活動に没頭して夜遅くまで電話やメールをし

て学業に影響がでる」ことなどをあげています。しかし、授業に支障が出て

いるなら、原因が政治活動かどうかにかかわらず、本人と話し合いをすべき

ことであり、政治活動を禁止したり、届け出制にしたりする理由にはなりま

せん。こうした動きは、高校生の思想・良心の自由を侵害するものであり、

許されません。 

 そもそも戦後の政治教育は、１９４７年の教育基本法により定められたもので

す。現行の基本法でも、「良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重

されなければならない」とされています。これは、戦前の軍国主義教育を深く反

省し、子どもに政治に関する基本的知識を与え、政治的批判力、判断力を養うた

めに構想されたものです。一人ひとりが主権者として政治にかかわる民主主義の

社会を築くために不可欠な教育です。憲法においても、「集会、結社及び言論、

出版その他一切の表現の自由は、これを保障する」（２１条）とされており、政

府や教育委員会の権限で、高校生だけを除外することなど許されるはずはありま

せん。 
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 全国高等学校ＰＴＡ連合会は昨年９月３０日、「高校生だからという理由で政

治的権利・政治活動を制限することは論理的根拠を持たない」との見解を示して

います。    
本県において、選挙年齢が引き下げられた今こそ、憲法と教育基本法で保障さ

れた政治的教養と主権者教育を尊重した教育の実現を求めます。以下について申

し入れます。 

             
記  

 

１，憲法とこどもの権利条約に違反し、高校生の基本的人権を規制する文科省通

知と 「Ｑ＆Ａ」の撤回を、文科省に求めること 

２，３月１日の県教育委員会通知において、学校長の判断で届け出をさせること

もあるとしています。高校生の基本的人権を守る立場から、この通知を撤回す

ること。 

３，高校生の政治活動に関する各学校の自主的なとりくみを尊重し、不当な干渉

は行わないこと。 

 


